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6.結 語
「自己の家庭環境 を一時的 または恒久的に奪われた児童 または家庭環
境 にとどまることがこの者の最善の利益にはならない児童は,国の提
供する特別の保護及び援助 を受ける権利を有する」1)
(児童の権利 に関する条約20条1項)
厂締約国は,児 童が親,法 定保護者その他児童を養育する者のケアを
受けている間において,い かなる形態の肉体的または精神的な暴力 ,
侵害または虐待,放 任または怠慢な扱い,性 的虐待を含む不当な処遇
または搾取等か ら児童を保護するため,立法上,行 政上,社 会上及び
教育上適切なあらゆる措置をとらねばならない」2)
(児童の権利 に関す る条約19条1項)
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1.序
1989年11月,国連 において 「子 どもの権利条約」3)が採択 された。「子 ども
の最善の利益」をなによりも尊重し,子供 を権利保障の客体で はな く権利 の主
体 として捉え,12条で子 どもの意見表明権が明記されたのは画期的である。
世界的な人権尊重の流れのなかで,英 国においても同年11月児童法が成立
した。 もちろん国内での児童虐待事件,と りわけクリーブランド事件では性的
虐待の診断方法や法的措置(裁 判所命令の適用)を 巡って論争を巻 き起 こし,
この事件が1989年児童法の成立に拍車をかけたのは言うまで もない。
「法的手段に訴 えることな く,児童 は家族 の中で養育 されるのが最善であ
る」 というのが1989年児童法の基本理念であ り,児童が家族から離れて地方
自治体の養育 を受ける場合,可 能な限り(児童の福祉 を損なわない限 り)親 と
の接触 を確保する義務が地方自治体に課せられた。つまり親 と地方自治体 の優
れた協調関係の下で児童を養育しようとする姿勢が伺 える。
児童虐待事件 を巡 って常に論争の的になるのは,親 と児童の諸権利のバ ラン
スである。国家の干渉を受けることなく児童 を養育する親の権利 と,国家の保
護 を受けなが ら家族の中で養育 される児童の権利があり,バ ランスが一方に傾
くと親 の人権を無視 した予防的介入や他方に傾 くと不幸な虐待死事件を招 くこ
とになる。
1989年児童法は,親 と児童の諸権利 のバ ランスという緊張関係をはらみな
が ら,親 にスティグマを付与することな く,地方自治体がニー ドのある児童に
サー ビスを提供(虐 待の予防)す るという難問に,真 っ向から挑戦 しているの
である。
2.児 童虐待の対応 を巡 る問題点 とその動 向4)
1948年児童法 は混乱 していた児童福祉行政を統一すると共 に家庭の もつ役
割 を改めて重視する契機 となった。以降シーボーム再編成 までの一連の流れは
「予防」 と 「家庭における養育」の重視の2点 であったといえよう。つまり家
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庭崩壊を予防し児童を家庭から引き離す ことな く既存のサービスを調整 して対
応す るのが目的であり,シーボーム再編成 は家族福祉サービス とジェネ リシズ
ムの確立であったといえる。 このような脈絡の中で虐待事件 のもつ意義を捉え
てみたい。
児童虐待が社会問題 として認知 される契機になったのがマ リア ・コルウェル
事件である。 この事件では,本来ならば里親のもとで過ごしたほうがマ リアに
とって最適であるにも拘 らず,実親の要望 どお りに自宅へ帰 したことが虐待死
を招 くことになった。各諸機関の協力(調 整)関 係の失敗やソーシャルワーカ
ーの専門性が批判の矢面 にさらされたが ,次のような背景にも十分注意 を払う
必要があろう。①親子の血縁関係を重視 し親権が優先 される社会的風潮が強 く,
②地方 自治体 は親が子 を引 き取 りに来 る場合それを拒否する権限 はな く,子の
福祉 に反 しないか ぎ り親 の もとへ帰す ように努力 しなければな らなかった
(1948年児童法第1条 第3項)5),のである。「家庭における養育」という概念
は親権 という問題 をはらみながら事態を一層複雑な ものにしていたのである。
マリア ・コルウェル事件 は次の2点 においてそれ以降の児童虐待への対応 に大
きなインパク トを与えたと筆者は考えている。
① 「児童 の人権尊重」,つまり 厂親権の優先」か ら 「児童の権利 を重視」
する方向を明確にしたこと。
② 「家庭 の役割の再検討」,つまり虐待問題 を扱 う場合 「家庭 における養
育」 とい う概念 にこだわるのは危険であること。たとえば血のつながった
実親 よりも心理的つなが りの強い養親の方が児童の健全な発達 にとって重
要であるという問題提起。
つまり,児童の権利を重視(親 の虐待からの保護)し,家 庭 における養育 に
こだわ らず(親 から子を引き離す)そ して虐待を予防するために,マ リア ・コ
ルウェル事件以降,安 全地命令(PlaceofSafetyOrder)6)が急増 していった。
1974年には353ケー スだったのが75年に は596ケー ス,そ して77年には
5876ケース となる。 しか も実際に虐待があって(あ るいはその疑いが極 めて
高い)緊 急 に親から引 き離すのではな く,虐待の予防もしくは調査 という理由
で頻繁 に発給されていったのである。7)
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1980年から84年にかけて安全地命令の発給数 はやや減少傾向にあったが,
ジャス ミン ・ベ ックフォド事件以降,1985年を境に安全地命令がまた極端に
急増8)している。安全地命令の発給 は①児童の人権保護(虐 待からの予防)と
②親の権利 を無視 した国家の家族への強制介入 という相反する概念を一身に宿
らせることになったのである。つ まり 「児童の人権尊重」を強調する余 りに,
親子関係(家 族関係)に 十分配慮せず安易 に児童を家庭から引き離 してしまっ
たのであ る。虐待問題に限っていえば,皮 肉にも 「予防」 と 厂家庭における養
育」 とい う概念 は全 く矛盾するの もであり,さ らにこの両者の緊張関係(高 度
の専門性が必要)の もとでシーボーム再編成以降のジェネリシズムが対応でき
るのかという問題 もでてきた。
安全地命令や強制命令(ケ ア命令)は 虐待 を予防するという点では有効であ
るが,余 りにも安易 に親か ら子を引き離 し 厂家族の絆」を無視 してしまったの
ではないか という反省 もでてきた。安全地命令や強制命令が出されると,親 と
ソーシャルワーカー(地 方自治体)は 険悪な関係 になる。 しかし虐待を家庭内
の問題 として捉え一時的に親か ら子 を引 き離す場合があっても,親が養育責任
を果 たせ るようになれば親 の許に子 を返す と言 う原則 にたてば,地 方自治体 と
親の協調関係の下で養育責任を双方で分担してい くべきであるという 「家庭福
祉」 を見直す動 きがでてきた。
1983/84年の下院社会福祉委員会報告 『養護児童』9)では,要保護児童に対
して家族的ケアを中心に対応してい くことが確認 された。さらに1985年黄書
『児童ケア法の再検討』'°)では①適切な限 り児童 とその親 は,両者 に提供 され
るサービスの諸決定に関与するのが望 ましい②児童に関する裁判所手続におい
て,通 常親 は異議申し立てをする正当な権利(theturecontestants)がある
③ケア手続の第1の 目的は,児童 にとって最善の結果をもたらすことである,
という基本要件が踏まえられた上で,児 童の利益,親 の利益 といった2元論的
な見方 はやめ,児 童は親より養育 を受けるのが最善であり,親が自らの責任を
果たせない場合,そ れが果たせ るよう彼 らを援助すべきである。例 え家庭から
児童が引 き離されることがあっても児童 と家族 との繋が り(接触)を 維持 し,
親 とのパー トナーシップに基づいて児童をケアし,いずれは親の許へ返す(児
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童 の福祉に反 しない限 り)方向が確認された。そして1987年『児童ケア及び
家族サー ビスに関する法』11)では,児童養育の第一義的責任 は親 にあり,親が
自らの責任を果たせるよう国家が援助することで未然に家庭崩壊の危険性をな
くす ことがで きるならば,そ うすべ きであるとされた。 また援助の必要な家族
へのサービスは,親 とのパー トナーシップに基づ く 「任意の取 り決め」が中心
に据 えられ,85年黄書 と同様 に家庭か ら児童が引き離された場合で も家族 と
の繋が りを維持し,子 の福祉に反 しない限 り速やかに親 の許へ返すことが確認
されたのである。
このように理念 としては虐待を家庭内の問題 として捉え,親 と地方自治体 と
の協調関係の下で対応 していこうとする姿勢が見 られる一方で,現 実には安全
地命令が1985年を境 に急増 してい く。そして この理想 と現実の狭間で上述し
たような問題点をすべて凝縮 した形で現われたのがクリーブランド事件である。
3.ク リー ブ ラ ン ド事 件12)の問題 点 とそ の意 義
本事件の特徴 は今までのような児童虐待死事件に関するものではな く,児童
の保護 を第一の目的 とし虐待(性 的虐待)を 予防するために講 じられた施策に
おいて生 じた問題 を検討 している。本事件では児童の保護 と親の権利 という両
者のバランスの問題が極めてクローズアップされることになり,具体的には安
全地命令をめぐる問題 として捉えることがで きると思われる。
緊急に児童 を虐待か ら保護 あるいは予防する場合,安 全地命令 は有効である
(クリーブランドでは1987年1～7月の間に276も発給 されその内105は28
日間であった)13)。しかし予防を強調する余 り,決 して緊急で もないケースに
対 して も発給(乱 発)さ れたのは事実である。性的虐待の疑いがあるとされ安
全地命令が発給されると,児童 は親から引 き離 され病院に入院させ られる。親
は不服申し立 てをする権利 もな く,児童 とのアクセスは禁止(ほ とんどのケー
ス)も しくは制限されてしまう。1980年児童ケア法では安全地命令 の段階で
は児童 は地方自治体のケアの対象ではないことが明記されてお り,法解釈上,
親 は親権をもっており児童 とアクセスで きるはずである14)。クリーブランドで
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は1987年以前 は安全地命令が発給 されて も地方自治体 は親のアクセスを全面
禁止することはなかった。つまりアクセスが全面禁止された安全地命令の期間
(28日間)は,厂ケア手続」をするために裁判所に提出で きる(立証能力のあ
る)証 拠 を収集す るのが目的で使われてお り(disclosurework)15),親や本人
の同意な く児童が何回も面接や医療検査等を受けた可能性が大 きい。 とりわけ
性的虐待 という特殊な問題 を扱うだけに,児 童の心理的負担を考 えれば慎重な
配慮が必要であるが,そ れが欠けていたと批判されてもしかたがないであろう。
このような結果 を招いたのは,虐待の予防を強調する余 り親 と児童に対する
配慮が欠 けていたのが原因であるが,よ り根本的にはソーシャル ワークが抱え
ている問題つまりシーボーム再編成 にまで遡 る必要があると思われる。シーボ
ーム報告で は 「コミュニティを基盤 とす る家族志向サービス」(communit
y
basedandfamilyorientedservice)が提唱 されたがその内容 は明確 に定義さ
れておらず,シ ーボーム再編成以降地区チームにある程度権限が委譲 されるが,
ジェネリック ・ソーシャルワーカーが家族内の特殊なニー ド全てに対応 してい
かなけれ ばならな くなった。16)。ピンカーの指摘のとお り,シーボーム改革 は
本来的には両立不可能な課題 ジつまり大規模で合理的な行政機構 を作 り上げ,
その枠内でフォーマルな行政手続 きに従って職務を遂行することが求められる
一方で,平等 ・自治 ・分権などの理念に基づいて地域社会のインフォーマルな
ネッ トワークに積極的に関わ りをもつ ことを求めている17)。このようなソーシ
ャルワー クに対する過大な期待が専門性の希薄化を招 き,それが虐待への対応
の遅れ もしくは過剰介入,ク リーブランド事件では無制限な安全地命令の発給
(過剰介入)を もたらした と考えられよう。
クリーブランド事件報告書の勧告では,親 と児童 を虐待の 「加害者 被
害者」 という枠組 みで捉えず,ど ちらも 「地方自治体のサー ビスの利用者」 と
いう視点か ら勧告されているのが特徴で,児童については 「意見表明権」を親
については 「虐待の疑いがもたれた場合の人権保護」に重点がおかれているよ
うである。親 と児童に対する勧告の中で重要と思われるものを以下で取 り上げ
てみたい。
(児童)18)本報告書では,「児童 は一人の人間」(aparson)であって関心の対
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象物(anobjectofconcern)ではない」 と明確 に述べた上で,以 下の勧告を
行っている。
① 児童に事態の進行状況を説明する必要が大人にはあることを専門家は認
めている。児童には年齢に応 じた適切な説明を受ける権利 ,家庭から引 き
離 されている理由を教 えられ,今 後自分の身に起 こることにっいて何らか
の知識 を与えられ る権利がある。
② 専門家は守れない約束を児童 とすべきではないし,裁判所手続 きの可能
性に照 らして,秘 密裡 に語ったことは秘密のままにしておけるという約束
を児童 とすべ きではない。
③ 専門家 は常に児童が話 さなければならぬことに注意深 く耳を傾け,児 童
が語ることを深刻に受 け止 めるべ きである。
④(裁 判所)手 続 きの間,児 童の意見 と希望,と りわけ自分達の身に起 こ
ることに関する意見 と希望 は,彼 らの諸問題 に関与する専門家によって考
慮 されるべ きである。
⑤ どの裁判所がそのケース(児 童虐待)を 扱 うにしても,児童の意見 と希
望が裁判所に伝えられるべ きである。 しかし我々は児童の希望を最優先す
べ きだと示唆 しているので はない。
⑥ 児童 には証拠収集の為だけに繰 り返 し医療検査 を受けさせ るべきではな
い。適切であるなら年齢 と理解力 に応じて,如何なる医療検査あるいは写
真撮影がなされる場合 にもそれに先だって児童の承諾が得 られるべきであ
る。
⑦ 児 童 に は同 じ 目的 の為 に度重 な る面接及 び摘 発(probing)・対決
(confrontationa1)形式の 「暴露 を目的 とした」(disclosure)面接を受
けさせるべ きではない。そのような面接 自体児童にとってダメージや危害
とな り得るからである。面接がビデオで記録 される前 に可能な限り児童の
承諾が得 られ るべきである。
(親)19)
① 親 には送致 され た他 の如何 な る児童 の家族 との同様 の丁調 な対応
(courtesy)が与 えられるべきである。 このようなことは児童への性的虐
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待の疑いに関する調査の全側面に適用され,当該家族に関与する全ての専
門家 によって認知 されるべ きである。
② 親 には調査の各段階で当該児童 を扱 う専門家(医 者,警 察,ソ ーシャル
ワーカー)か ら,情報が提供されるべ きであ り,適当な場合には専門家か
ら意見を求められるべ きである。親には事態の進行状況 を知 り,講 じられ
ている諸手段(step)を理解 し得るよう援助を受ける権利がある。
③ 社会福祉部 は重要な諸決定 は全て文書 にして親に確認すべ きである。親
はなされた諸決定の意味が理解で きないこともあり,諸決定を文書化した
ものを法律家に見せる機会 をもつべきである。
④ 親 は自分達あるいは子に関する如何 なる諸決定に関して も,上訴 あるい
は不服申し立てを行 う諸権利があるということを常に助言されるべ きであ
る。
⑤ 社会福祉部は調査の間当該家族 を支援するよう常に努力すべきである。
親はこうした困難な時期に孤立および当惑 したまま放っておかれるべ きで
はない。
⑥ 安全地命令に関する親へのサービスには,本命令の意味,親 の立場,親
の責任 と権利の継続性,法 律相談 を受ける為のア ドバイスに関する文書 に
よる説明が含 まれるべ きである。
このようにクリーブランド事件 は,親 と児童の有する諸権利 のバランスに配
慮しなが ら虐待 を予防するという難問を突 きつけて きたのであり,この難問に
真っ向か ら挑戦 したのが1989年児童法であった。
4.1989年児童法の基本理念
1989年児童法は,公 法 と民法 を統合 した包括的な法律であ り,1985年以降
の虐待事件 とりわけクリーブランド事件が本法成立に向けてその加速度を大い
に高めたのは言 うまでもない。本法の特徴は,児童虐待の問題に絞 ってみた場
合2°),要保護児童(被 虐待児)へ のサービスが,児 童,親,地 方自治体の問で
の優れた協力関係の下で行 えるように裁判所が児童の処遇に対 して積極的に介
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入21)してきたことである。今 まで地方自治体(社 会福祉部)は 児童保護行政を
進めるにあたって裁判所を利用する(命令の発給)傾 向が強かったが,裁 判所
が児童の処遇 に介入 して きた ことは,「児童 にとって最善の利益 となる」 とい
う前提を踏 まえた上で,児 童(虐 待か ら保護 され る権利),両親(地 方自治体
の不 当な介入 を受けずわが子 を養育する権利),地方自治体(虐 待から児童を
保護する義務)の3者 が有する諸権利 ・権限のバランス ・チェックを意味 して
い るであろう。本節では1989年児童法の基本的理念 と裁判所 の果たす役割 を
概説 し,次節で児童虐待 に関する諸命令(公 法を中心)を 考察 してい くことに
する。
(1)本法の基本的理念 は,法 的手続 きに訴えることなく児童は家族の中で親
より養育 を受けるのが最善であり(家族福祉サー ビスの重視),地方自治
体の義務 として,①児童 とその家族を支援すること,②児童が地方自治体
の養育 を受けている場合,児 童の利益に反 しない限 り家族の もとへ帰 し,
そこで養育が受けられるように配慮すること,③児童が家族から離れて養
育を受 けている場合,で きる限 り親 との接触を保証すること,が挙げられ
る22)。これ らの基 本的理 念 は本法 よ り新 たに導入 された 「親責任」
(parentalresponsibility)という概念 をさらに考察することで,よ り明
確 になるものと思われる。
「親責任」 とは従来の 厂親権」(parentalright)に代わる新たな概念で
あ り,児童及び彼(女)の 財産に関 して,法 により当該児童の親が有する
すべての権利,義 務,権 限,責 任,権 威 のことをいう(3条1項)。 しか
し裁判所命令等によって 厂親責任」がある人 に与えられた としても,その
人が法律上その児童の親 もし くは親戚 となる訳 ではない。親以外の人が
「親責任」を獲得する場合,後 見人の私的指名(privateappointment)
か裁判所命令(居 住命令,ケ ア命令,緊 急保護命令,後 見人指名命令)に
よらねばならない23)。さてここで注意すべ きことは,「親責任」が与えら
れたという事実は,親 の 「親責任」が剥奪されてそれが移 されたのではな
い。たとえば裁判所命令 とりわけケア命令が出された場合 ,地方自治体に
「親責任」を有する人の行動範囲を規制する権限が与 えられるので,そ の
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指示に従わねばならないが,「親責任」が剥奪される訳ではない。ケア命
令がだされた場合,1969年児童少年法では親 の 「親権」が地方自治体 に
移 されたが,1989年児童法では親 は 「親責任」 を有 しているのが大 きな
相違である。.
つまり,児童 は家族の中で親 より養育を受けるのが最善であるが,や む
をえず家族か ら離れて地方自治体のサービスを受ける場合,で きる限 り親
と地方自治体の合意に基づ く 「任意」の取 り決めで行 うべ きであり,た と
え 「強制」命令(地 方自治体 と親の問で 「親責任」1の共有)に よるもので
あろうと,親 は地方自治体のパー トナーとして児童の養育 に参加 し,家族
のもとに帰すのが児童の福祉 と一致する限 りすみやかに家庭復帰できるよ
うに努めるのが地方自治体の義務 とされているのである。、
(2)本法の1条1項 では裁判所が児童の養育,あ るいは児童の財産管理 もし
くはそれからもた らされる収入の利用法に関する問題について判断を下す
時,児 童 の福祉を最優先(paramount)して考慮すべ きである,と 明言
され,さ らに1条3項 ではその判断基準 となるチェックリス トが以下のよ
うに掲げられた。
(a)当該児童の確認できる希望 と感情(年 齢 と理解力に応 じて考慮するこ
と)
(b)児童の身体的,情緒的,教 育的ニー ド
(c)環境 の何 らかの変化が児童に及ぼし得る影響
(d)児童の年齢,性 別,背 景及び裁判所が関係あると考 える何 らかの特徴
(e)児童が被った,あ るいは被る危機 にある何らかの害
(f)親の何れか,及 び裁判所が当該問題 に関係があると考 える親以外の者
が児童のニーズを充足 し得 る能力の程度
(9)問題の手続きの際に本法により裁判所が利用で きる権限の範囲,
である。 この原則 は民法のケースだけでな くケア命令 ・指導監督命令を
発給する場合 にも該当する。つまり要保護児童(被 虐待児)に 対するサー
ビスは,で きる限 り親 と地方自治体の合意に基づ く 「任意」の取 り決めに
すべ きであり,た とえケア命令が申請されその前提条件が立証 されたとし
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ても裁判所は直ちにケア命令 をだすのではな く,この命令が児童の福祉に
積極的に貢献 し,児童 にとって最善の利益となるかを確認 してか らだされ
るべきであり,も し最善の手段が別にあると裁判所が判断したならそれを
だしてもかまわない(次 節参照)。裁判所は児童 の福祉 に関して積極的な
役割 を果たすのである。
ここでチェックリス ト① の児童の意見表明権について少し触れておきた
い。本法では,児童の問題を扱 う手続きであれば何であろうと,裁判所に
は保護観察官(通 常 は裁判所福祉官)も しくは地方自治体 に福祉報告書
(welfarereport)(7条)の提出を要請 し,児童 の希望 と感情が考慮さ
れるよう保証する権限がある。しか しそこには,児童を一人の独立した人
間(anindependentperson)として認め,彼 の意見 を十分取 り入れるこ
とを保証するニー ドと,家族問題の解決にあたって児童に心理的な負担を
与える危険性 とがあり,両者 のバランスに慎重な配慮が必要 とされる。例
えばケア命令が申請された場合,そ の手続 きにおいて児童 は常に訴訟当事
者であ り,裁判所は熟練 ソーシャルワーカーを訴訟後見人(guardianad
Iitemケア命令,指 導監督命令,緊 急保護命令,児 童査定命令で は必ず指
名される)と して指名することになろう。訴訟後見人 は手続 きに際し児童
を代弁 しその利益を守 ることが義務 とされている。 また児童には別の法的
代理人(legalrepresentation)を通 じて意見を表明する権利があり,児
童 と訴訟後見人の間で同意が得 られない場合,事 務弁護士が児童本人 より
意見 を求めることになる。24)
また裁判所は児童の福祉 を最優先して考慮すべきであるという本法の理
念 は,裁 判所制度の改革 の中に もみられた。本法で は 「家庭裁判所」
(familycourt)設立 の社会的要請に配慮 して,「家族手続 き」(family
proceeding児童虐待 に関す るもので言えば,ケ ア命令,指 導監督命令,
8条命令が対象となる)が 導入された。従来ケア命令や指導監督命令をだ
す 権 限 は少年 裁 判 所 に委 ね られ て い たが,治 安 判事 家事裁判所
(magistratesdomesticcourt)に移され(少 年裁判所の刑法手続 きによ
る指導監督命令は除 く),将来 「家族手続 き裁判所」に改名 されることに
一26一
英国児童虐待研究 その2
なる。確かに治安判事 レベルでの権限の移行 に過 ぎないが,そ れ は準刑法
手続 きから民事手続 きの移行 を意味 し,これにより児童虐待 の問題 は犯罪
ではな く家庭内の問題 として対応 されることになる25)。一貫 した体系をも
った家庭裁判所(familycourt)の確立にはほど遠いものの,そ の方向へ
歩みだした と考えてよいであろう。
さらにもう1つ,裁 判所 には児童の問題 に関する判断(裁 判所命令の決
定)の 迅速化が求められていた。判断の遅れは児童にとって心理的負担が
大 き く,児童の福祉 を損なうことにな りかねない。 この点について本法で
は,治 安判事 家庭裁判所,県 裁判所(countycourt),高等法院(high
court)は,同一事件に対 して ともに判断をする権限を持つ ことにな り,
当 事 者 は い ず れ に訴 え を起 こす か は 自由 とな った(concurrent
jurisdiction)。従ってケア命令を申請する場合,原 則的には下級裁判所で
虐待問題の対応 に豊富な経験を有する治安判事の審理 を受けることになる
が,た とえば性的虐待の是非をめぐって高度の医療判断が迫 られるような
複雑なケースでは,そ の内容に応 じて上級裁判所からはじめてもよい し,
下級裁判所から上級裁判所に移 されてもよい(92条)。これによりクリー
ブランド事件でみられたような,複 雑なケースを治安判事が長時間かけて
審理 したり上訴手続 きの煩わしさは省かれ ることになったのである。
5.児 童虐待 に関わる諸命令
裁判所 は虐待から児童を保護するために以下の命令を出す権限をもっている。
公法の領域では,緊急保護命令,児 童査定命令,ケ ア命令,指 導監督命令(一
時的ケア命令,一 時的指導監督命令),民法 の領域では8条 命令(居 住命令,
接触命令,特 定問題命令,禁 止手段命令)26)がある。尚,枚 数の関係で本節で
は公法に限定 して述べてい く。
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児童虐待への対応システム
虐待の発見 ・その疑 いがある
↓
関係者(専 門家),近c,...の人々 通告一
全国児童虐待防正協会 地方自治体社会福祉部
(NSPCC)↓
家庭訪問し,親,児童本人,兄弟 と
接触申し立てを調査する
{
児童虐待登録と照合他
機関より情報収集
通報者と協議,情報を求める
i
(緊急の場合)緊急保護命令に
より児童を家庭から引き離す¶(緊急ではないが虐待の疑いが
ある場合)地方自治体社会福祉
部による調査
ケースカンファレンス(事 例会議)
各種専門家による共同会議。コベントリの場合では,①両親,家族に関
する情報の共有化②児童が どの程度虐待の危険にさらされているのかを判
断する③即時の処遇計画(対 応)と長期の展望にたった目標を設定④児童
虐待登録に登録するか否かを判断しキー ・ワーカーを指名する⑤本ケース
に関わる各種専門家の役割分担を明確化しケースカンファレンス(再検
討)の 日程を決定する。
両親がケースカンファレンスに出席すべきかどケかという問題について
は,コベントリでは,目時を事前に通告し児童の福祉に反しない限り両親
の出席を認めている。例えば審議の内容に応じて出席を求めたり席を外し
て貰ったりしている。両親の出席が全面的に認められない場合,審議の内
容を文書にして両親に通告するように求めている。
勧 告
ケア命令,指導監督命令を申請する場合,地方
自治体社会福祉部かNSPCCの何れかが行 う
↓伸 請)
裁判所 の判決
ケースカンファレンス(事例会議一 再検討)
出 典;CoventryChildAbuseReviewCommitte,ChildAbuseProcedureand
InitialManagement1988を参 照 に筆 者 な りに 描 い た も の で あ る。 児 童 虐 待 へ の対 応
シ ス テ ム は 地 域 に よ りか な り の 相 違 が 見 られ る の で,標 準 的 な 対 応 シ ス テ ム の1モ
デ ル で あ る と考 え て 貰 い た い 。
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[地方自治体の調査義務]家 庭訪問 した際に児童が虐待 を受けている危険性
がある場合,地 方自治体(社 会福祉部)は 調査 を行う義務が課せられている。
該当要件 は以下のとお りである。
① 地方自治体の管轄地域 に居住す るかあるいはそこで発見された児童が,
著 しい害(significantharm)を受けているかあるいはその危険性がある
と思われる(suspect)合理的な根拠がある場合(47条1項)。
② 地方自治体が申請した緊急保護命令が認められた場合(47条2項)。
③ 地方自治体の管轄地域に居住するかあるいはそこで発見 された児童が,
緊急保護命令の対象であるかあるいは警察の保護下(policeprotection)
にあることが通告された場合。(47条1項)。
④ 「家族手続 き」において裁判所が児童の環境を調査するように指示した
場合(37条1項,付 則3の17節)。
⑤ 教育監督命令の対象である児童がその指示に仲々従わないことが,地方
自治体教育部 より通告された場合である(付則3の19節)。
家庭訪問の際に虐待の危険性があるケースは①の要件が該当 しよう。 この調
査の 目的 は,児 童の最善 の福祉を考えて今後の対応 を地方自治体(社 会福祉
部)が 判 断するためのものであ り,親が児童 とのアクセスを拒否 したり所在を
知 らせなかった場合(児 童が虐待を受 けている危険性が極めて強い),裁判所
命令による以外 に児童の福祉を守 ることができないと判断 したなら,裁判所命
令(緊 急保護命令,児 童査定命令,ケ ア命令,指 導監督命令など)を 申請 しな
ければならないことになる27)。
ここで④ のケース(37条)について少 し触れておきたい。児童の福祉 に関
わる 厂家族手続 き」において,児 童の福祉から判断 してケア命令 ・指導監督命
令が出されたほうがよいと裁判所が判断 したのであれば,地方 自治体(社 会福
祉部)に 児童の環境 を調査するよう指示することができる。その場合地方自治
体(社 会福祉部)に は①ケア命令あるいは指導監督命令を申請すべきか②児童
あるいは家族 にサービスあるいは援助を提供すべ きか③他の如何なる行動をと
るべきか,を 判断する義務がある。地方自治体(社 会福祉部)が 裁判所命令を
申請 しないと決定した場合,そ の理由 と,②及び③ について現在及び今後取 ら
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れ得 る処遇の詳細な内容 を裁判所 に伝えることが要請 される。そしてさらに後
日ケース再検討を行 うべきか どうか判断が求められ,必 要なら日時を決定する
よう求められる。 これらは裁判所の指示があって8週 間以内になさなければな
らない28)。
[緊急保護命令(44条)]本 命令 は安全地命令に代わ る新 たな命令で,児 童
が虐待 を受けている危険性が極めて高い(緊 急)場 合に発給される。今回改正
された理由はクリーブランド事件 をみても分かるように,児 童が虐待 を受ける
危険性が極めて高いという合理的な根拠もなく治安判事への一方的な申請で安
全地命令が発給され,さ らに最大限28日間も家庭から児童を親から引き離す
にもかかわらず,親 には不服申し立てをする権利が与 えられてない。 また安全
地命令を得た者の権限 ・義務 も明確 にされていなかったか らである。
(内容)児 童 を虐待か ら予防す るために,緊急に短期間,安 全な場所へ移す命
令であり,申請者 には 「親責任」が与 えられる。期間は8日間で特別な理由の
ある限 り7日間延長される。申請するにあたって関係者 に事前通告する必要は
ない。 しか し児童,親,「親責任」を有する人,本 命令が出される直前 まで児
童 と同居していた人 は,緊 急保護命令が発給されて72時間後に本命令の解除
をもとめた申請 を行 う権利がある。
(申請者 と基本要件)申 請 は誰で もできるが,以 下に諸条件のいずれかを裁判
所が認めた場合 に発給される。
(1)児童 が著 しい害 を受 け る危険性 にあ ると信 じうる(believeであ り
suspectでない点に注意)合 理的な根拠 を裁判所が認めた場合。その条件
は,
① 申請者あるいはそれに代わる者が提供 した施設に児童を移さない場合,
かあるいは
② 児童をその時入所(入 院)し ている場所 に留めておかない場合,の い
ずれかである。
(2)裁判所が地方自治体の申請を認めた場合で,そ の条件 は,
① 公的義務下で調査 している地方自治体(社 会福祉部)が,児 童が著 し
い害を受けているかあるいは,そ の危険性 にあると思われる合理的な根
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拠 を示 した場合,
② 地方自治体のアクセスが非合理な理由で拒否 され,調 査が妨害されて
いる場合,
③ 児童へのアクセスが緊急事項 として要請 されることを信 じうる合理的
な根拠を地方自治体がもつ場合,
(3)全国児童虐待防止協会及びその職員の申請が認められた場合で,そ の条
件は上述(2)の内容 とほぼ同 じである。全国児童虐待防止協会 は調査に際し
公的義務下 にはないが,そ の権限は地方自治体 と同様のものが与えられて
いる。
申請者 には 「親責任」が与えられ,裁 判所の指示に従って児童 との合理
的な接触の取 り決めを決定することになる(虐待の疑いがある人 との接触
は禁止 もしくは制限が加 えられることもある)。またこの期間,裁 判所 は
医療検査や精神医学検査等について指導 を与 える権限をもつ(申 請者 は裁
判所 の同意が必要)。しか し児童 は,十分 な理解力があ り意志決定 を伝 え
ることができるならば,諸検査 を拒否 してもよい。 こごで重要なことは,
たとえ地方自治体に 「親責任」が与えられても,児童の処遇について全責
任が与 えられたのではな く,裁判所の指導下(同 意が必要)に あるという
ことである29)。
さらに本法では新たな命令 として児童査定命令が導入 された。
[児童査定命令(ChildAssessmentOrder)]本命令(43条)は 児童を世話
する人が調査 に非協力的であるかあるいは緊急保護命令,ケ ア命令 を申請する
ほど緊急のケースでない場合に発給され る。申請者には 「親責任」 は与 えられ
ず裁判所 の指示がない限り児童 を家族か ら引き離すことはできない。継続期間
は7日 間,申 請にあたっては関係者(児 童,両 親,「親責任」のある人な ど)
に通告 す る必要があ り,さ らに本命令 に係わ るすべての人が出席 して聴聞
(fullhearing)がなされた後に発給される。そして事前通告 を受けたものは
不服申し立てをする権利が認められている。
(申請者 と基本要件)申 請は,地 方 自治体(社 会福祉部),全国児童虐待防止
協会 とその職員に限られてお り,以下の諸条件を裁判所が認めた場合 に発給さ
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れる。
(1)申請者 は児童が著 しい害を受けているかあるいはその危険性にあると思
われる合理的な根拠をもっており,
(2)(1)で述べた根拠の真偽 を申請者が判断しうるために,児 童の健康あるい
は発育状況,養 育方法 に関する査定が必要とされ,
(3)本命令がなければ,そ のような査定が行いえないか満足のいくものとな
らないことを裁判所が認 めた場合,で ある。
[ケア命令(33,34条)・指導監督命令(35条)]こ こでは,安全地命令 と同
様 に問題が多いとされていたケア命令を中心に述べてい くことにする。 という
のは旧ケア命令の下では親権が剥奪され地方自治体(社 会福祉部)に 移るので,
親 と児童の接触について も地方自治体(社 会福祉部)の 決定が最優先される傾
向が強かったからである。
ケア命令(新 児童法の下で)が 発給されると児童は強制的に家族か ら引 き離
され地方 自治体 の 「care」(用語 上の問題 であ るが 厂ケア を受 ける」(in
care)とは,ケ プ命令 により地方自治体のサービスを受けている場合を指す)
にはいるが,指 導監督命令の場合は在宅のまま地方自治体(社 会福祉部)あ る
いは保護観察官の観察下におかれる。両命令の申請者は地方自治体(社 会福祉
部)と 「権限を付与 された人」(authorisedperson-NSPCC)に限定され,本
法以前には地方自治体教育部 と警察にも申請する権限が与えられていたが,本
法では削除された。NSPCCがケア命令を申請する場合,当 該児童が居住す る
地域の自治体 と協議することが求められる。 また地方自治体(社 会福祉部)が
ケア命令,指 導監督命令 を申請 している場合 または当該児童が指導監督命令の
対象 となっている場合 は申請できない3°)。ケア命令の場合 は親責任が申請者に
与 えられ るが指導監督命令の場合 は与えられない。両命令 の効力は児童が18
歳 になるまで継続す るが,17歳に達すると発給 はで きない。尚,指 導監督命
令の有効期間は3年 間(原 則的には1年間,延 長の要請があればさらに2年 間
の延長が可能)。以下基本要件を例示するが,旧 法 と異な り 「予防的視点」が
導入 されたのが本法の特徴である。
(基本要件)本 命令が発給 されるには,以下の基本要件31)を申請者は立証 しそ
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れを裁判所が認めなければならない。
(1)児童が著 しい害(significantharm)を受けているかあるいはその危険
性があり,
(2)かつ実際の害あるいはそれを受ける危険性 は以下の原因による。
① 本命令がなければ,通常親 に期待される応分のケアを当該の親 は児童
に提供できないかあるいはその見込みのない場合,あ るいは
② 児童が親の手に負えない場合,の いずれかである。
(ケア命令の申請段階)ケ ア命令,指 導監督命令,8条 命令 は 「家族手続 き」
の対象 とされてお り(公法 と民法の統合),裁判所 はケア命令の申請を受 けた
場合,ケ ア命令の代わ りに指導監督命令をだしてもよい しまた8条 命令のいず
れかを選択 してもよい。さらにケア命令の申請 を裁判所が拒否 もしくは延期 さ
せて,祖 母あるいは叔父 ・叔母に対 し居住命令をだすことや,ケ ア命令を拒否
して指導監督命令 と8条命令の組合せができるようになった。 しか し児童が一
旦ケア命令の対象 となった場合,8条 命令の中で申請が可能なのは居住命令だ
けであ り,接触 については8条命令(接 触命令)で な く34条命令で対応 され,
特定問題命令や禁止手段命令 との組合せはできない32)。
(ケア命令の発給段階)ケ ア命令が発給されると地方自治体(社 会福祉部)に
「親責任」が与え られ,児 童のケースマネージメン トについては地方自治体
(社会福 祉部)に 全権が委 ね られる。但 し①接触②拘禁的な処遇(secure
accommodation)③名前の変更④1ケ 月以上児童 を英国か ら他へ移すこと⑤
他国への移住(emigration)についての決定 は,裁 判所 の同意が必要 となる。
ここでは①児童 と親の接触にっいて少し触れておきたい。
ケア命令下における児童 との接触 は34条で規定 されているが,こ こで注 目
すべ きことはケア命令が出される前 に,裁判所 は地方自治体(社 会福祉部)の
接触 に関する取 り決めあるいはその提案を考慮 し,その取 り決めについて訴訟
当事者が意見を述べられるよう(ケ ア手続 きへの参加の要請)に 配慮 しなけれ
ばな らないことが34条11項で規定 されている。従来 は命令が出された後に,
そしてアクセスが地方自治体によって拒否された後に,裁 判所の介入がなされ
るとい う事後処理的な対応であったが,事 前協議によって裁判所 はケア命令に
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アクセスに関する特別な条件 を付加することがで きるのである。つまりケア命
令であっても親 との合意に基づいて児童 との接触に関する取 り決 めをしていこ
うとする姿勢が伺 える33)。
ケア命令が出された後の接触 については,事前協議によってケア命令に特別
な条件が付加 されてない場合,34条1項 が適応 され地方 自治体(社 会福祉
部)は,親,後 見人,ケ ア命令がだされる直前まで居住命令 を有 していた人,
裁判所の保護(wardship)下で児童を養育 してた人 と児童 との合理的な接触
を認 めなければならない。 つまり当事者の申請 により裁判所が 「合理的な接
触」 を判断することになる。 また34条6項 では地方 自治体(社 会福祉部)は
児 童 の福 祉 を守 るた め に接 触 を禁 止 す る必 要 が あ る ことを満たせば
(satisfy),緊急事項 として7日 間以内で接触 を禁止で きる。さらに継続する
場合には裁判所命令 を得る必要がある34)。
最後に一時的ケア命令 について若干触れてお く。次のような状況 において,
虐待を受 ける危険性から児童を守る為に裁判所 は一時的ケア命令 を発給するこ
とができる(38条)。1つはケア命令 もしくは指導監督命令 の申請がされたが
裁判所 によりその申請が延期 された場合,も う1つ は37条下で裁判所が地方
自治体(社 会福祉部)に 強制命令の申請が必要か否かの調査 を指示 した場合
(本節の[地 方自治体の調査義務]を 参照)で ある。本命令 は全体 として8週
間 を超 えてはな らない。本命令の権限はケア命令の場合 とほぼ同 じで地方自治
体(社 会福祉部)に 「親責任」が与 えられるが,親 と児童の接触,医 療及び精
神医学検査,拘 禁的な処遇 については,裁判所の同意が必要 となる35)。
尚,ケ ア命令の解除については,①地方自治体,児 童,親 責任を有する人の
申請(解 除)を 裁判所が認 めた場合②居住命令(8条 命令)を 裁判所が発給 し
た場合③児童が養子になる場合④養子縁組が解除された場合,が ある。裁判所
はケア命令の解除の申請 に対 し単にその是非を判断するのだけでな く,児童の
最善の福祉 となると判断すれぼケア命令を指導監督命令に変 えたり8条命令を
発給 して も構わない(39条)。親 が居住命令を申請 し認められれば事実上 ケア
命令の解除を意味する。 しかし一旦申請すれば裁判所の許可なしに6ヵ 月間は
再申請で きない。
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6.結 語
1989年児童法の積極的な側面 を今 まで述べてきたが,最 後に本法に関す る
若干の懸念 を掲げて結びにかえたいと思う。
本法の特徴は基本的理念のところで述べたように 「家族福祉サービス」の重
視,つ ま り 「家庭 における養育」の再確認であった と言える。 しか し 「家庭 に
おける養育」 という概念は,福祉サービス提供 における国家責任の縮小 と民営
化 にみ られ る 「家族 の役割 と責任 の強化」,婦人労働力 の 「家庭 内封鎖」
(domestication)と軌 を一 にす るものである36)。例 えば児童 ケア全般 をみて
も家族的ケアが中心 となり,まず養子縁組や里親委託で対応しそれが不可能な
場合は施設入所を行 うという原則がほぼ確立しており,従来の施設入所中心の
時期か ら大 きな転換を示 している37)。本法では養子縁組や里親委託 もしくは施
設入所のいずれの場合でも,地方自治体 は児童の希望 と感情を確かめ,文化,
宗教,人 種,言 語などの背景に十分注意を払わねばならないことが明記されて
いる(22条5項)。しか し財源的事情 により政府の負担が大 きい施設入所から
養子縁組 や里親委託への移行 を意味するのであれば,「児童の人権尊重」も空
言でしか ないし,と りわけ児童虐待 の場合,親 と地方自治体の優れたパー トナ
ーシップを掲げて も,結果的には 「親責任」を満足に果たし得ない親 に児童の
養育を押 し付 けることにもなりかねない。本法の理念が具体化されるには,財
源的裏付が十分に保証 される必要があろう。
虐待問題 に絞ってみた場合,旧 法 とは異な り裁判所命令 の基本要件が 「虐待
の予防」にまで広げられたことは評価 してよい。 しかし 「虐待の予防」は 「今
後虐待を受 ける危険性(可 能性)」を判断す るものであり高度の専門性を必要
とするが,は たして裁判所(治 安判事)が どこまで対応で きるか疑問である。
裁判所改革によりケースの内容(複 雑さ)に応 じて上級裁判所 に訴えを起 こし
てもよいが,一 般的にはケア命令 と指導監督命令 の申請は治安判事家事裁判所
で扱 われ ることになる。た とえば 「応分 な親のケア」(reasonableparental
care)とか 「親の応分なケアの水準」 という用語がみられるが,親 の子に対す
る養育方法 ・内容 は多様であ り,何を基準 にして 「応分な親のケア」 とそうで
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ない親のケアつまり 「虐待の危険性」を判断するのかが問題である。 その場合,
虐待の疑いが もたれた者のパーソナ リティや行動様式,過 去の生い立ちまでが
判断の対象 となるのではないか(人権侵害)と いう懸念がある。虐待 を予防す
るには,親,児 童,地 方自治体,裁 判所の間で優れた協力関係 を築 く必要があ
り,と りわけ虐待問題 を扱 うソーシャルワーカーはいうまでもな く治安判事に
も高度の専門性が必要 とされるはずである。
最後 に,1989年児童法 に基づいて地方自治体 は1991年10月か ら新たな児
童ケア施策 ・実践を開始するが,そ れ と同時に法制度上の不備や問題点につい
ての指摘が現場か ら寄せられることになるであろう。この点についてのフォロ
ーは今後の研究課題 としたい。
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